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◆本計画中での用語の定義 
 
空 家 法：空家等対策の推進に関する特別措置法（平成27年5月26日全面施行） 

指 針：空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（H27総務省・国交省） 

ガイドライン：「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン） 

空 家 等：（空家法第2条第1項）建築物又はこれに附属する工作物であって、居住そのほかの使用がなされ

ていないことが常態であるもの及びその敷地（立木そのほかの土地に定着するものを含む。）を

いう 

空 き 家：空家等と同義。空家法以外の部分については空き家という表現で統一している 

管理不全空き家：管理が行き届いていない空き家。特定空家等よりも広義 

特定空家等：（空家法第2条第2項）そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れのある状態又は著

しく衛生上有害となる恐れのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損

なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあ

ると認められた空き家 

不良住宅：（住宅地区改良法第２条）主として居住の用に供される建築物又は建築物の部分でその構造又は

設備が著しく不良であるため居住の用に供することが著しく不適当なもの 

所有者等：（空家法第3条）空家等（又は空き家）の所有者又は管理者 

協 議 会：（空家法第7条）空家等対策計画の作成及び変更ならびに実施に関する協議を行うための協議会 
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第１ 計画の目的 

 

１．目的 

 

近年、人口減少、少子高齢化、核家族化や都市部への人口流出などを原因として、空き

家の数が増加しています。この中には、適正に管理されず、周辺へ悪影響を及ぼす空き家

も生じてきています。また、今後も空き家の数は増加することが予想され、問題は一層深

刻化することが懸念されます。 

適正に管理されていない空き家（以下、「管理不全空き家」という。）は、老朽化や雪

害等による倒壊などで周囲に被害を与える以外にも、防火、防犯、防災、衛生、景観など

様々な点において、地域住民の生活に深刻な影響を及ぼします。 

こうしたなか、本市においては、人の生命若しくは身体又は財産を保護し、生活環境の

保全を図ることを目的として、平成24年３月19日に「酒田市空き家等の適正管理に関する

条例」（以下、「条例」という。）を制定し、管理不全空き家に対して助言指導等を行な

うとともに、広報などを通じて適正な管理を呼びかけるなど、空き家等の問題に取り組ん

できました。 

また、平成27年５月26日に「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下、「空家法」

という。）が全面施行されたことにより、空家等の所有者には適切な管理の責務が、市町

村には空家等に関する対策の実施と必要な措置を講じる責務が示され、空家等がもたらす

問題への総合的な対応が求められることになりました。 

一方、空き家対策においては、個人所有の財産であるため基本的に行政の権限が及ぶ範

囲が限られていることから、所有者や相続人の特定が困難なため問題の解決に多大な時間

と労力が必要なものや、解決そのものが困難なものが多く存在します。 

人口減少、少子高齢化、核家族化などにより今後も増加することが予想される空き家の

問題に対して、有効かつ効率的に対策を実施するためには、行政だけではなく、空家等の

所有者、地域の自治会組織、不動産や法務関係の団体等との連携を図り、協力体制を構築

し、官民一体となった取り組みが必要となります。 

これらの経緯を踏まえ、空き家対策を総合的かつ計画的に進めることで、市民等の安全

安心で良好な生活環境を確保することを目的として、「酒田市空き家等対策計画」を策定

します。 
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２．計画の位置づけ 

 

本計画は、空家法第６条の規定に基づき、国土交通省による指針に即して定めたもので、

本市の空き家対策を総合的かつ計画的に実施するために策定するものです。なお、本計画

は「酒田市総合計画」に即しており、分野別計画と連携を図りながら取り組みを進めるも

のとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画期間 

 

計画の期間は、令和３年度から令和１２年度の１０年間とします。なお、空き家等の状

況や法制度の改正等を踏まえ、必要に応じて改定を検討することとし、計画の中間年（策

定５年後）においては、具体的な施策の検証を行いその結果を踏まえ、施策の見直しを行

うとともに、計画の改定を行います。 

 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

酒田市空き家等対策計画 

令和３年度～令和 1２年度 

（10年間） 

（空家法第 6条） 

・酒田市まち・ひと・しごと創生 

総合戦略 

・酒田市都市計画マスタープラン 

・酒田市立地適正化計画 

ほか各分野ごとの計画と連携 

（環境、福祉、防災防犯など） 

酒田市総合計画 

平成 30年度～令和 9年度（10年間） 

 

酒田市空き家等の適正 

管理に関する条例 

連携 整合 

即する 
分野別計画 
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第２ 空き家の実態の把握 

 

１．空き家の現状 

 

(1) 空き家発生の背景 

ア．人口減少を伴う少子高齢化の進展 

 国勢調査によると、本市の総人口は、調査年次において平成７年の122,536人をピーク

に減少しており、今後も減少傾向が続くことが予想されます。 

これを年齢別内訳で見ると、０～14歳（年少人口）及び15～64歳（生産年齢人口）の割

合が減少する一方、65歳以上（老年人口）の人口が増加しており、人口の減少を伴う少子

高齢化が進展しているのが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　図１　年齢別人口の推移

20,122人 18,087人 16,058人 14,123人 12,168人 10,563人

78,344人 75,536人 71,028人 65,190人
59,168人 54,235人

24,070人 27,991人
30,491人

31,835人
34,518人

35,947人

0 0 0
3

390
0

人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

140,000人

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和元年

０～14歳 15～64歳 65歳以上 年齢不詳

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和元年

０～14歳 20,122人 18,087人 16,058人 14,123人 12,168人 10,563人 

（年少） (16.4%) (14.9%) (13.7%) (12.7%) (11.5%) (10.5%) 

15～64歳 78,344人 75,536人 71,028人 65,190人 59,168人 54,235人 

（生産年齢） (63.9%) (62.1%) (60.4%) (58.6%) (55.7%) (53.8%) 

65歳以上 24,070人 27,991人 30,491人 31,835人 34,518人 35,947人 

（老年） (19.7%) (23.0%) (25.9%) (28.6%) (32.5%) (35.7%) 

年齢不詳 0人 0人 0人 3人 390人 0人 

（未回答） (0.1%) (0.3%) (0.0%) 

計 122,536 121,614 117,577 111,151 106,244 100,745

　表１　年齢別人口の推移

　※（　　）内の数字は全体に占める割合　　※合併前は１市３町の合計

　　（出典：国勢調査　※令和元年のみ住民基本台帳人口）

（単位：人、％）

　※平成27年の年齢不詳の増加は、平成22年の調査以降、調査票の封入提出や郵送回答が導入
 　　されたことで、無記載回答が増えたため
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イ．世帯総数及び１世帯あたりの人員の変化 

 国勢調査によると、本市の世帯総数については若干の増減はあるものの、ほぼ横ばい傾

向にありますが、今後は減少に転じる見込みとなっています。山形県は１世帯当たりの人

員が８回連続で全国１位と１世帯の人員は全国的に見て多いですが、本市で見ると、最近

20年間で3.29人から2.70人に減少しており、核家族化や単独世帯化が急速に進行している

ことが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．高齢者世帯の状況 

 一般世帯のうち高齢者世帯に注目すると、高齢者のみの世帯（単独世帯と高齢夫婦のみ

世帯の合計）は平成27年調査時では8,991戸となっており、平成17年調査時の6,750戸から

1.3倍以上に増加しています。空き家の発生は入居者死亡による相続や施設への入所が理

由の場合が多いため、今後空き家が急速に増加する可能性があることを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

 世帯総数 37,222 39,086 39,556 38,955 39,320

 １世帯当たりの人員 3.29人 3.11人 2.97人 2.85人 2.70人 

　表２　世帯総数及び１世帯当たりの人員の推移

　※合併前は１市３町の合計

　　（出典：国勢調査）

平成17年 平成22年 平成27年

39,486戸 38,860戸 39,198戸 

19,974戸 20,750戸 22,066戸 

(50.6%) (53.4%) (56.3%) 

　うち単独世帯 3,138戸 3,745戸 4,538戸 

　（高齢者世帯に占める割合） (15.7%) (18.0%) (20.6%) 

　うち高齢夫婦のみ世帯 3,612戸 3,974戸 4,453戸 

　（高齢者世帯に占める割合） (18.1%) (19.2%) (20.2%) 

　うちその他世帯 13,224戸 13,031戸 13,075戸 

　（高齢者世帯に占める割合） (66.2%) (62.8%) (59.2%) 

　※合併後の比較

　　（出典：国勢調査）

（単位：戸、％）　表３　酒田市の高齢者世帯の状況

　一般世帯数

　うち65歳以上の高齢者がいる世帯

　（一般世帯に占める割合）

　※うちその他世帯とは、高齢親子、高齢兄弟・姉妹など配偶者以外とくらして
　　いる世帯
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(2) 統計調査の結果による空き家の現状 

 全国の平成30年の住宅・土地統計調査によると、総住宅数は6,241万戸、うち空き家は

849万戸で、総住宅数に占める空き家の割合（空き家率）は13.6％となっています。この

割合は一貫して増加しているのが分かります。 

また山形県の空き家率は全国平均よりは低いものの、こちらも一貫して増加しています。 

 本市は、山形県平均よりも空き家の割合が低いものの、こちらも増加しています。今後

さらに増加することが予想されるため、空き家の増加を抑えるための早急な対策が求めら

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　図２　酒田市の高齢者世帯の状況の推移

3,138戸 3,745戸 4,538戸

3,612戸 3,974戸
4,453戸

13,224戸 13,031戸
13,075戸

戸

5,000戸

10,000戸

15,000戸

20,000戸

25,000戸

平成17年 平成22年 平成27年

単独世帯 高齢夫婦のみ世帯 その他世帯

平成5年度 平成10年度 平成15年度 平成20年度 平成25年度 平成30年度

全国平均 9.8% 11.5% 12.2% 13.1% 13.5% 13.6%

山形県 5.7% 7.1% 9.6% 11.0% 10.7% 12.0%

酒田市 － － － － 4.1% 5.7%

　※空き家率とは、住宅総数に占める空き家の割合

　※全国平均及び山形県データの出典：住宅・土地統計調査による

　※酒田市データは、酒田市の空き家件数／酒田市概要調書等報告書の住宅総数により算出

（単位：％）　表４　空き家率の推移
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図３ 全国の空き家の種類ごとの割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「住宅・土地統計調査」の空き家の分類 

空き家は「二次的住宅（別荘ほか）」「賃貸用の住宅」「売却用の住宅」「その他の住宅」な

どがあり、活用や処分の方針が定まっていない空き家は「その他の住宅」に分類されています。 

 

《住宅・土地統計調査の住宅の種類》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 本市の実態調査の結果による空き家の現状 

ア．自治会での実態調査の実施 

①調査期間 平成２３年８月３日～平成２３年９月５日 

②調査対象 空き家・・・飛島を除く全市 

※飛島については、飛島活力再生事業にて調査済 

空き地・・・市街地のみ 

※農地との区別が難しいため 

③調査項目 空き家空き地の有無 

所在地番 

所有者または管理人 

管理現況  問題の有無 有の場合その理由 

調査図面へのマーキング 

※わかる範囲で自治会に依頼 

④調 査 者 自治会長 

住宅   居住世帯のある住宅 

居住世帯のない住宅   一時現在者のみの住宅 

空き家      二次的住宅  別荘 

その他 

賃貸用の住宅 

売却用の住宅 

その他の住宅 

建築中の住宅 

 

住宅以外で人が居住する建物   会社等の寮・寄宿舎 

学校等の寮・寄宿舎 

旅館・宿泊所 

その他の建物 

※全国平均の数値を参考に記載

全国の空き家総数　　849万戸

　内訳

　　二次的住宅数　　 38万戸

　　賃貸用の住宅　　433万戸

　　売却用の住宅　　 29万戸

　　その他の住宅　　349万戸

二次的住宅

5%

賃貸用又は

売却用住宅

54%

その他の住宅

41%
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イ．市職員による現地調査の実施 

①調査期間 平成２３年１１月１日～平成２３年１２月２２日 

②調査対象 ア.の自治会での実態調査の結果、「問題有」とされたもの 

③調査項目 塀・庭（空き地）・家屋・付属・病害虫発生の恐れ・悪臭・景観 

④調 査 者 市職員及び日々雇用職員２名 

 

 ウ．実態把握 

  平成２４年度以降は、日々の苦情・相談などを受けるなかでの新たな空き家等の把握

や、自治会による空き家見守り隊からの報告などで、常にデータを更新しています。 

 

エ．調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

1,487件 1,571件 1,615件 1,659件 1,710件 2,160件 2,225件 2,533件

（+84） （+44） （+44） （+51） （+450） （+65） （+308）

500件 517件 527件 512件 516件 476件 473件 454件

（+17） （+10） （-15） （+4） （-40） （-3） （-19）

114件 123件 133件 98件 96件 91件 90件 84件

（+9） （+10） （-35） （-2） （-5） （-1） （-6）

H25.6.6 H26.6.3 H27.6.3 H28.6.3 H29.6.3 H30.6.4 R1.6.3 R2.6.3

時点 時点 時点 時点 時点 時点 時点 時点

※令和元年度は、空き家見守り隊が把握している空き家情報と、空き家データベースを再度突合し、報告漏れ等があったも
　のを反映させたため大幅に増加

※平成29年度は、平成28年度にスタートした自治会による空き家見守り隊の活動報告を反映したため急増している

※（　）内の数字は前年比

備考

空き家の件数

問題あり

　うち
　危険性あり
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地区名

琢成 421 60 351 70 70 △ 10 10 △ 5 75 4 57 4 18 0

浜田 200 △ 1 180 2 20 △ 3 3 0 25 0 20 0 5 0

若浜 156 31 136 31 20 0 2 0 26 △ 1 18 △ 1 8 0

亀ケ崎 160 37 143 36 17 1 1 0 23 △ 1 14 △ 1 9 0

富士見 33 1 23 0 10 1 0 0 27 0 19 1 8 △ 1

松原 62 12 56 12 6 0 1 0 41 0 23 0 18 0

港南 115 18 107 20 8 △ 2 2 0 19 1 12 1 7 0

松陵 240 47 198 47 42 0 9 △ 1 31 1 25 1 6 0

泉 137 25 128 26 9 △ 1 0 0 79 1 57 0 22 1

宮野浦 131 23 108 22 23 1 7 0 59 0 37 0 22 0

計 1,655 253 1,430 266 225 △ 13 35 △ 6 405 5 282 5 123 0

西荒瀬 30 △ 1 24 0 6 △ 1 2 0

南遊佐 28 0 21 1 7 △ 1 3 0

本楯 35 2 27 2 8 0 1 △ 1

上田 22 0 15 1 7 △ 1 1 0

東平田 42 7 33 7 9 0 2 0

北平田 16 0 10 0 6 0 1 0

中平田 12 2 5 1 7 1 3 1

新堀 48 4 41 4 7 0 2 0

広野 19 0 13 0 6 0 1 0

黒森 46 3 40 3 6 0 2 0

浜中 53 5 42 5 11 0 2 0

十坂 35 1 17 0 18 1 0 0

飛島 46 0 29 0 17 0 0 0

計 432 23 317 24 115 △ 1 20 0

一條 30 1 22 1 8 0 3 0

観音寺 58 1 51 3 7 △ 2 4 0

大沢 28 3 20 3 8 0 1 0

日向 23 6 16 6 7 0 2 0

計 139 11 109 13 30 △ 2 10 0

内郷 26 0 18 0 8 0 3 0

地見興屋 12 1 7 1 5 0 0 0

松嶺 64 11 53 13 11 △ 2 4 △ 1

山寺 24 2 18 2 6 0 3 0

計 126 14 96 16 30 △ 2 10 △ 1

田沢 40 1 21 1 19 0 0 0

東陽 61 2 37 2 24 0 7 0

郡鏡・山谷 17 △ 1 13 △ 1 4 0 1 0

南平田 21 0 17 1 4 △ 1 1 1

砂越・砂越緑町 42 5 39 5 3 0 0 0

計 181 7 127 8 54 △ 1 9 1

2,533 308 2,079 327 454 △ 19 84 △ 6酒田市計

空き家・空き地件数地区別一覧表（令和２年６月３日現在）

空き家件数 問題なし 問題あり うち危険性あり 空き地件数 問題なし 問題あり

右の数値は前年比

単位：件

市
街
地
地
区

旧
公
民
館
地
区

八
幡

松
山

平
田

※空き地については、農地と

の区別が困難な農村部を除き、

市街地のみのデータ整理。

○居住可否判断の目安

・「問題なし」は居住可能

・「問題あり」は庭木・雑草等処理及び軽微な補修等で居住可能

・「危険性あり」は大規模修繕が必要か、または解体を要するもので居住不可
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２．空き家に関する調査について 

 

(1) 調査の目的 

 空き家の所在や分布、劣化度、所有者又は管理者（以下、所有者等という。）の意向、

管理不全空き家や利活用が可能な空き家を把握し、管理不全空き家対策や空き家の利活用

を促進する施策の実施に活用する目的で行います。 

本調査は、近隣住民からの管理不全等の通報や自治会空き家見守り隊からの新たな報告

などを受けて空き家等の物件を把握する１次調査、市が実施する、建物等の老朽危険度を

外観目視し空き家等の全体的な状態を現地調査する２次調査、所有者調査を経て、適正管

理の助言指導等や利活用など所有者等の意向を確認しその後の施策に反映させるための３

次調査に分類して行います。 

 

※自治会空き家見守り隊とは、自治会（近隣住民）と空き家等所有者が連絡を取り合える

良好な関係（相互連絡）を築くため、平成２８年度にスタートした自治会による空き家等

の見守りを行う取り組みで、月に１回の見守りと、市への報告を実施している。 

 

(2) 調査の対象区域 

調査は酒田市全域を対象として行います。 

 

(3) 調査対象となる空き家の種類 

調査は空家法第２条第１項、及び条例第２条第１項（１）に規定する空き家等の全てを

対象として行います。 

（住宅以外の用途も含む） 

 

(4) 空き家調査 

① １次調査（空き家等の所在の把握） 

１次調査では、市に寄せられた通報や市が単独に調査した既存の資料をもとに、空き

家等の物件を抽出します。併せて自治会空き家見守り隊などの協力により空き家情報を

収集し、複数の情報を付き合わせることにより、２次調査を行う空き家等物件を抽出し

ます。 

 

② ２次調査（外観調査による空き家等の実態把握） 

２次調査では、空き家等物件の所在と管理状態など空き家の全体的な実態把握を目的

とし、１次調査により把握した空き家等物件について、市町村職員が外観目視により現

地調査を実施することにより行います。なお、調査は外観目視による調査を原則とし、

敷地内には立ち入らず外部から確認できる範囲での調査とします。 

調査は以下の項目について現地調査を行います。 

ア．空き家の基本情報（現地調査に加え、机上調査などによる） 

イ．空き家判定調査項目（郵便受け、表札、売買看板、生活サインなど） 

ウ．空き家の管理状態（建築物の老朽危険度、衛生・景観等による周辺への影響など） 
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③ 空き家等の所有者等の把握 

 苦情、相談があった空き家等や、２次調査で把握した空き家等については、適正な管

理の助言・指導等や活用意向の調査に必要となるため、所有者等を把握します。 

空き家の所有者等の情報の把握においては、空家法第１０条に基づき固定資産税台帳

の情報を活用することができます。 

また、税の情報に加え、登記情報や住民票情報、戸籍情報、聞き取り調査などの情報

を取得することにより所有者等を把握します。 

 なお、あらゆる調査をつくしても所有者等を特定できない場合や相続放棄等により所

有者等がいない場合は、司法書士や弁護士などと連携を図り、各種制度（相続財産管理

人制度、不在者財産管理人制度）の活用を検討します。 

 

④ ３次調査（適正管理の助言指導等と所有者等の意向確認） 

３次調査では、２次調査及び所有者調査を経て、適正管理の助言指導等や利活用など

所有者等の意向を確認し、その後の施策に反映させるための調査を行なうとともに、調

査結果を記録する「空き地・空き家管理台帳（データ）」を作成します。 

 

⑤ 「空き地・空き家管理台帳（データ）」の作成 

 ３次調査まで実施することで把握した、所有者等の情報を「空き地・空き家管理台帳

（データ）」にまとめ、一元的に管理します。「空き地・空き家管理台帳（データ）」

は、適正管理の助言指導等のほか、空き家バンクによる物件のマッチング、市町村にお

ける空き家の利活用、支援施策の紹介などに活用します。 

なお、「空き地・空き家管理台帳（データ）」の情報の活用については、所有者の承

諾を得たうえで、個人情報の保護に十分注意して行うこととします。 

 

⑥ 空き家等情報のデータベース化 

空き家の調査結果及び空き家対策の履歴などの情報は、データベース化し、統計、施

策の実施や効果の検証などに活用します。 

また、空き家の実態を継続的に把握するために、自治会空き家見守り隊や近隣住民等

からの情報提供、空き家対策担当課の調査等によるフォローアップを行い、データベー

スを更新します。 

なお、データベースの情報については、所有者等の了解無く情報が漏えいすることが

無いよう、取り扱いには細心の注意を払います。 
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○空き家調査のフロー図【山形県推奨】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１次調査空き家等の所在の把握 ① 

・既存資料や近隣住民、自治会の協力などにより把握 

空
き
家
等
情
報
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化 

⑥ 

 

空
き
家
対
策
の
実
施 

 

２次調査外観調査による空き家の実態把握 ② 

・空き家かどうかの判断 

・建築物の老朽危険度などの把握 

３次調査適正管理の助言指導等と所有者等の意向確認 ④ 

空
き
家
等
の
所
有
者
等
の
把
握 

③ 

 

指導履歴等 

の蓄積 

 

対策実施 

に活用 

 

普通の空き家 

Ａ、Ｂ、Ｃランク 

管理不全空き家（特定空家等候補） 

管理不全空き家への対応 

・応急措置 

・特定空家等の判断 

・特定空家等に対する措置 

適正管理 

活用の意向 

 

建築物の老朽・危険度 景観・衛生等による 

悪影響 

・ごみ、臭気等 

・立木の繁茂 

・動物の棲み付き 

・防犯性など 

Ａランク 

Ｂランク 

Ｃランク 

Ｄランク 

空き地・空き家管理台帳（データ）の作成 ⑤ 

＋ 

老朽危険空き家 

Ｄランク 

景観・衛生上著しく悪

影響を与える空き家 

所有者への意向調査 

あり なし 

除却の意向 

あり なし 

補助制度 

など 
建物の詳細調査 
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① 年 月 日

年

□ □ □ （ ）

□ □ □ （ ）

□ □ □ ３階建 □ その他 （ ）

□ □ □ その他 （ ）

□ □

□ 適 □ 不適 ｍ ｍ）

□ 無 □ 有 （ ） □ 確認できない

□ 無 □ 有

□ 無 □ 有 （ □ ふさがれている □ 溜まっている □ 溜まっていない ）

□ 停止 □ 作動 □ 確認できない

□ 停止 □ 作動 □ 確認できない

□ 無 □ 有 （ ）

□ 管理されている □ 管理されていない □ 庭木が無い □ 確認できない

□ 無 □ 有 （ ）

□ 無 □ 有 （ ）

□ 空き家 □ 居住あり（使用中） □ 不　明

□ Ａ（0点） □ Ｂ（1～49点） □ Ｃ（50～99点） □ Ｄ（100点以上）

〔項目Ⅰ〕そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

その他

現地調査表（おもて）【様式　山形県推奨】

２．空き家判定項目

連絡先：

庭木の手入れ

生活サイン 内容：

項

　
目

表　札 氏名：

雨戸・ブラインド

郵便受け

電気メーター

ガスメーター

状　態

小規模・軽微な破損等がある

大規模・著しい破損等がある

小規模・軽微な破損等がある

屋根ふき材、

ひさし又は軒

外　壁

看板、給湯

器、屋上水槽
等

屋外階段、バ

ルコニー

門 ・ 塀

腐朽・破損等がある

腐朽・破損等により
剥落・転倒・脱落等のおそれがある

腐朽・破損等がある

腐朽・破損等により

剥落・転倒・脱落等のおそれがある

項　目

建築物に傾斜等が見られる

傾斜等により倒壊等のおそれがある
又はすでに倒壊している

小規模な修理を要する損傷等がある

大規模な修理を要する損傷等がある

小規模な修理を要する損傷等がある

１．基本情報

調査年月日 調査員

②
地区名 整理番号

所在地

地区コード

非木造

③

建物所有者 氏　名 住　所

土地所有者 氏　名

用　途 住宅 併用住宅

住　所

その他

④ 階　数 １階建 ２階建

その他

（納税）管理者 氏　名 住　所

　M ・ T ・ S ・ H

接道状況 （道路幅員 接道長さ

長屋

駐車場 有 無

規模等

建築年

建て方 戸建

構　造 木造

100

老朽危険度判定

倒
　
壊

脱
落

・
飛
散

大規模・著しい破損等がある 50

15

25

15

25

15

25

・ひび割れ、破損、傾斜等の劣化が見られる

・既に一部倒壊している

・破損や傾斜等が著しく転倒等の可能性が高い

※「宅地擁壁老朽化判定マニュアル（案）」（国土交通省都市局

都市安全課）により総合的に判断

不同沈下
柱等の傾斜

等

擁　壁

腐朽・破損等がある

腐朽・破損等により
倒壊のおそれがある

基礎・土台

柱・はり・筋か
い・柱はりと
の接合部 大規模な修理を要する損傷等がある

擁壁の崩壊等により
危険となるおそれがある

点　数

・局所的に不同沈下等による沈下が見られる

（建物の一部が崩壊・崩落している）

・1階の柱（又は壁）が傾斜している（1/60～1/20が目安）

・一見して倒壊のおそれがある又は既に倒壊している

・建築物全体に不同沈下等による沈下が見られる

（建物の過半が崩壊・崩落している）

・1階の柱（又は壁）が著しく傾斜している（1/20以上が目安）

・基礎にひび割れ・剥落・欠損等が見られる（局所的、軽度）

・土台の腐食が見られる（局所的）

例

・基礎にひび割れ・剥落・欠損等が見られる（全体、重度）

・土台の腐食が見られる（全体）

・柱、はり、筋交い等に破損、ひび割れ、ずれ、変形等が見られ

る（局所的、軽度）

50

100

25

50

25

判定結果

３．管理不全状態の基礎調査項目

売買表示 業者名：

・柱、はり、筋交い等に破損、ひび割れ、ずれ、変形等が見られ

る（全体、重度）

・軒裏材や垂木の腐朽、軒の垂れ下がり、雨どいの破損等

・屋根材の剥落・浮き・変形（一部）

・屋根材の剥落・浮き・変形（大規模）

・壁材の剥離・破損・浮き・腐食等が見られる（一部）

・壁体を貫通する穴（小規模）

・壁材の剥離・破損・浮き・腐食等が見られる（全体、大規模）

・壁体を貫通する穴（大規模、多数）

・支持材や表面材などに腐食が見られる

・既に脱落や転倒、落下等が見られる

・支持材や表面材などの腐食により脱落等の可能性が高い

・支持材や表面材などに腐食が見られる

・既に脱落や転倒、落下等が見られる

・支持材や表面材などの腐食により脱落等の可能性が高い

50

25

50

25
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□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

〔項目Ⅱ〕そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態

建築物等の
不適切な管理

その他

特記欄

（管理状態など
について具体的

に記載）

門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容易に侵入できる状態で放置されている

屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空き家からの落雪が発生し、歩行者等の通行を妨げている

周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している

部材の落下等により人命や財産等に被害を及ぼすおそれある

その他、周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性が高い状態である

浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている

排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている

ごみ等の放置、不法投棄による、多数のねずみ、はえ、蚊等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼして

いる

ごみ等の放置、不法投棄による周期の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている

その他、そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態

シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある

窓ガラス

看　板

立木等

ごみ等

その他

立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大量に散らばっている

立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通行を妨げている

動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている

動物のふん尿その他の汚物の放置により臭気が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている

敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている

多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている

判断項目

立　木

住みついた動物

景観保全

落書き等

判断項目

吹付け石綿等

浄化槽等

排水設備等

臭　気

動物・害虫の発生

その他

判断項目

景観計画

住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある

景観法に基づく都市計画に景観地区を定めている場合において、当該都市計画に定める建築物の形態意匠の制
限に著しく適合しない、又は条例で定める工作物の形態意匠等の制限等に著しく適合しない状態となっている

地域で定められた景観保全にかかるルールに著しく適合しない状態となっている

屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置されている

多数の窓ガラスが割れたまま放置されている

看板が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、汚損したまま放置されている

立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している

敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている

その他、適正な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態

状態（該当項目がなければチェックしない）

〔項目Ⅳ〕その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

都市計画

現地調査表（うら）

状態（該当項目がなければチェックしない）

景観法に基づき景観計画を策定している場合において、当該景観計画に定める建築物又は工作物の形態意匠等

の制限に著しく適合しない状態となっている

〔項目Ⅲ〕適正な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態

状態（該当項目がなければチェックしない）

周辺への悪影響 □ チェックあり　　　□ チェックなし　　　□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

※一つでもチェックがある場合は「特定空家等」の候補となる

※「特定空家等」は必要な措置について助言指導、勧告、命令、代執行などを行うことが可能

※「周辺や通行人に悪影響をもたらすおそれがあるか」・「悪影響の程度と危険の切迫性」を総合的に判断
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第３ 対策の実施体制と方針 

 

１．対策の実施体制 

 

(1) 庁内の実施体制 

空き家等対策の実施について、担当する所管課は以下のとおりです。 

ただし機構改革及び所管替えなどがあったときは新しい部局へ引き継ぐものとします。 

 

担当課 担当内容 

まちづくり推進課 

・空き家等対策計画の策定、改正 

・庁内会議、空き家等ネットワーク協議会の運営 

・空き家等の実態調査、空き地空き家管理台帳の作成 

・空き家等に関する相談対応 

・管理不全空き家への対応 

・特定空家等に対する措置 

・空き家等情報サイトの運営 

・移住定住者向けの住まいの情報提供 

・空き家等の利活用対策 

総務課 ・所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法関連 

危機管理課 ・災害防災等に関すること 

税務課 
・固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有

する情報の内部利用に関すること（名寄帳、課税台帳） 

納税課 ・相続財産管理人選任申立に伴う債権債務に関すること 

都市デザイン課 

・長期的な視点での区画整理や再開発に関すること 

・景観に関すること 

・都市計画、中心市街地、コンパクトな街づくりに関すること 

商工港湾課 ・空き店舗の活用 

地域共生課 
・移住定住者向けの住宅支援 

・移住定住者住宅支援費補助金 

環境衛生課 
・衛生上有害な空き家に関すること 

（不法投棄ごみ対策、病害虫、動植物等） 

土木課 
・災害時等の市道の安全確保などに関すること 

・道路の維持管理に関すること 

建築課 

・道路に接する危険ブロック塀の撤去補助等 

・新築住宅総合支援事業 

（空き家の解体に対する補助） 

各総合支所 

地域振興課 
・各総合支所地域の空き家対策に関すること 
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(2) 庁内の連携について 

 空き家等への対策は、必要に応じて庁内会議を開催し、対策を検討します。 

 

(3) 空家等対策協議会の設置 

 協議会を設置し、以下の項目について協議を行います。また、協議会の構成員は以下の

とおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【構成員】 

「酒田市空き家等ネットワーク協議会」 

・山形県宅地建物取引業協会酒田 

・公益社団法人全日本不動産協会酒田事務所 

・一般社団法人酒田建設業協会 

・山形県司法書士会酒田支部 

・山形県土地家屋調査士会酒田支部 

・山形県行政書士会酒田支部 

・酒田金融協会 

・酒田市 

その他必要と認めるもの 

【協議事項】 

 ・空き家等対策計画の策定、改訂 

 ・特定空家等の判断 

 ・特定空家等に対する措置の実施 

 ・空き家に関する施策の検討と実施状況の検証 

 ・空き家等無料相談会に関すること 
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２．対策の方針 

 

本計画における空き家等への対策の方向性については以下のとおりとなります。 

施策の方針 対策の方向性 

発生予防 住民の意識の向上による 

空き家の発生予防 

居住段階から、空き家にならないよ

うな意識付けを行うとともに、リフ

ォームに関する支援などにより、住

宅を長く利用する意識を定着させま

す。また、適切な相続や登記を呼び

かけ、放置される空き家の発生を防

ぎます。 

適正な管理 所有者等による管理者意識 

の向上と適正管理の促進 

所有者等による管理者意識を向上さ

せるよう、様々な媒体を利用し、周

知や情報提供などを実施します。ま

た、適正な管理を促すために維持管

理に関する支援を実施します。 

利活用対策 空き家の利活用による地域 

活力の向上 

利用可能な空き家については空き家

バンクによるマッチングや中古住宅

市場の活性化などを図り空き家の利

活用を促進します。 

また、空き家を活用する事業者を支

援するとともに、地域活力の向上へ

繋げます。 

管理不全空き家対策 適切な措置の実施による 

安全・安心なまちづくり 

所有者自らによる除却を支援すると

ともに、行政指導や行政処分を適切

に行い、管理不全空き家による問題

の解消を目指します。 

 

 

３．対策の対象とする地区 

 

本市における空き家等に関する対策の対象とする地区は、市内全域とします。 

なお、居住人口の維持や居住環境を改善すべき区域については、対策を重点的に実施す

る必要が出た場合に、空き家等に関する対策の重点対象地区として設定します。 
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４．対象とする空き家等の種類 

 

本市において対策の対象とする空き家等の種類は、空家法第２条第１項で規定される空

家等（建築物又はこれに付属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこと

が常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む））とします（国

又は地方公共団体が所有し、又は管理するものも含む）。 

なお、対象とする空家等は住宅用途に限らず、店舗、事務所、倉庫等も含まれることに

なりますが、住宅を優先して対策を進めていくこととします。 

また、条例第２条第１項（１）で規定される空き家等（市内に所在する建物その他の工

作物で常時無人の状態にあるもの及びその敷地並びに住宅及び事業所に隣接する現に人が

使用していない土地をいう）とします。 

 

 

 

  

「空家等」：空家法第２条第１項 

居住その他の使用されていないことが常態 

（例：おおむね年間を通じ使用されていない） 

建 築 物 

（住宅に限らない） 

付属する工作物 

（門、塀など） 

敷 地 
敷地に定着するもの 

（立木など） 

「空き家等」：条例第２条第１項（１） 

敷地並びに住宅及び事業所に隣接する現に人が使用していない土地 

土 地 
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第４ 具体的な対策 

 

１．相談体制の整備 

 

(1) 相談窓口の設置 

 本市の空き家等に関する相談窓口をまちづくり推進課内に設置し、空き家等に関する相

談に対応します。なお、相談内容に応じて、担当する所管課と連携し相談へ対応するとと

もに、利活用に関する相談については県の窓口と連携した対応とします。 

 

 「酒田市空き家相談窓口」の概要 

担当課 まちづくり推進課 

連絡先 0234-26-5725 

相談時間 月曜日から金曜日の（祝日を除く）８時３０分から１７時１５分 

主な相談内容 

・管理不全空き家等の対策に関すること 

・特定空家等の措置に関すること 

・空き家等情報サイトに関すること 

・移住定住者の住まいに関すること 

・空き家等に関する施策に関すること 

・その他空き家等に関すること 

 

(2) 関係機関との連携 

 空き家に関する利活用や解体、相続などの相談について、庁内で対応が困難なものにつ

いては、市内の関係機関と連携するとともに、山形県空き家活用支援協議会などの県の関

係機関とも連携した対応とします。 
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２．適切な管理の促進 

 

 空き家等の管理は、空家法第３条において「空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪

影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。」と規定されていると

おり、所有者自らが適切に管理することが原則となります。憲法で規定する財産権や、民

法で規定する所有権にも所有者の権利の保証と責任が規定されているため、空き家等に関

する問題についても当事者が解決を図ることが原則となります。 

 

(1) 所有者等の意識向上と理解増進 

所有者等の意識の向上と理解増進を目的とし、空き家等の管理は所有者等に責任がある

こと、周辺に迷惑を及ぼさないような適正な管理が求められることなどを以下により周

知・啓発を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 適正管理に関する支援 

 空き家の老朽化を防ぐためには、定期的な維持管理が必要となります。ただし、実際に

使用していない空き家を維持管理していくのは負担となり、居住地が遠隔地の場合には、

その負担はさらに大きくなります。そのため、空き家の所有者等が適正に維持管理を行え

るよう、以下のような支援を行います。 

 ・管理サービスの情報提供 

除草や枝葉の剪定や除雪（敷地内）を実施している事業者の情報を提供します。 

シルバー人材センター、造園業者、便利屋、害虫駆除業者など 

 ・自治会及び近隣住民と空き家等所有者が連絡を取り合える良好な関係の構築のための

体制整備への支援 

   近隣住民、自治会空き家見守り隊 

 

  

周知・啓発の内容、方法 

・所有者等の管理原則の周知 

・管理や利活用の促進、情報提供 

・適切な相続に関する呼びかけや情報提供 

・市広報、市ホームページ、空き家等情報サイト、固定資産税納税通知書への 

パンフレット同封など、様々な媒体を利用 
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※市街地での活動以外に実施している内容を記載

酒田市自治会「空き家見守り隊」活動事例

テーマ 自治会(近隣)と空き家所有者の良好な関係（相互連絡）づくり

【空き家の把握】
・自治会長が、自治会内の聞き取りにより、独自の空き家地図、一覧表を作成。
・近隣、民生委員がほとんどの連絡先を把握。何かあればその人達に聞き、所有者に連絡。
・空き家の近隣の協力を得て連絡網をつくり、連絡台帳、巡回日誌を作成。
・たまに来ている気配のある、空き家の郵便受けに、連絡票を入れて、連絡先を把握。
・近隣で、連絡も含む簡単な空き家の管理を頼まれている（帰省時、手土産を持ち挨拶）。

【見守り方法】
・学童の見守りの帰りに、役員がそれぞれの家に帰りながら空き家の見守りを実施。
※造成区画のため、通りから見て歩くだけで状況を把握できる。
・回覧板を届けるときに、分担して空き家の見守りを実施。
・台風、地震後の見守りはその都度実施。
・積雪時は、通学路に面している空き家の前も、道路が狭まっているところは除雪。
・暴風で飛散した雨樋を、その後飛ばないように敷地内に戻す。

【見守り体制】
・自治会３役に、総務部長、環境衛生・交通安全部長、民生委員を加えて組織。
・自治会３役に、防犯部長を加えて組織。
※見守り時に身につける帽子、ベストを作成。
※役員が変わっても継続できるよう、「見守り隊」の位置づけを総会に提案。

【その他の取り組み】
・見守り隊の中に女性役員が入ると、女性としての視点が加わる。
・アメシロ防除は、空き家の分も自治会でまとめて依頼し実施。
・見守り隊の取り組み内容をコミュニティ会報に掲載し、住民に周知。

【空き家の把握】
・何かあったときに確認できるよう、近隣でカギを預かっている空き家を把握している。
・空き家等の所有者から相談があった場合、市に連絡して自治会でも必要な手助けをして

いる。
・一人暮らしの高齢者は、家族等関係者の連絡先を民生委員に報告してもらっている。
・長期に家を空ける場合、近隣又は自治会役員に、事前に報告してもらっている。
・各回重点点検項目を設け、１ヶ月に１度点検を行っている。

市 街 地

旧公民館・三総合支所地区
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３．管理不全空き家及び特定空家等への対応 

 

空き家は第一義的には所有者に管理責任がありますが、管理不全空き家については周辺

住民への影響が懸念されるため、その影響の度合い等を総合的に判断し、適切な措置を実

施します。 

管理不全空き家への対応の流れは次の通りです。 

 

  

　

【見守り方法】
・地区内を出歩くときは、常時気にとめて見守っている。
・見守りをする際、不審に思われないため、事前に回覧板を回し周知。
・台風、地震後の見守りは近隣が行い、異常があれば自治会長に報告する仕組み。
・台風、地震後の見守りは、まずは自分の家、隣近所、地区全体と見守り、空き家は最後
になる。

・通学路に面した空き家の、道路に出ている樹木の枝は、自治会で処置。

【見守り体制】
・連合自治会の場合、自治会長が見守りを行い、会長同士の情報交換を常に行っている。
※見守りしていることが一目でわかるよう、帽子、ベストに加え、敷地が広く、敷地内に
立ち入らないと状況を把握できないため、門の前に立てる看板を作成。

【その他の取り組み】
・空き家の現況写真を所有者に送り、良好な関係の構築に努めた。
・アメシロ防除に加え、屋外消毒も自治会独自に実施。
・所有者から除草剤を買ってもらい、自治会役員がボランティアで散布。
※料金をもらうと、どんな少ない金額でも、頼んだことを契約のように取られかねない。
・家の建て替え時、仮住まいとして空き家の提供を交渉。
・空き地の雑草が伸びてきたとき、所有者に連絡し、対応を依頼。
・側溝掃除等集落の共同作業の際は、空き家の所有者にも連絡し出てもらっている。
・所有者の了解を書面で得て、資機材を売却した代金で、空き家の補強を実施。
・空き家等の不在所有者からも、管理費として特別区費を徴収している。
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不動産業界等の情報

空き家等対策の流れ

既存の調査データ 自治会や住民の情報

空き家・空き地の立入調査（法第9条）・実態調査（条例第6条）、行政関与の要否の判断

管理不全な状態の空き家＝特定空家等

①倒壊等著しく保安上危険となるおそれ

②著しく衛生上有害となるおそれ

③著しく景観を損なっている状態

④生活環境保全のため放置できない

管理不全な状態の空き地 適正な管理空き地・空き家

助言 助言

指導

勧告

指導

勧告

氏名等の公表

命令

命令

標識の設置、公示

未改善

相続人

不存在

未改善

未改善

未改善

未改善

未改善

条例第7条1項

条例第7条1項

条例第7条2項

条例第8条

条例第10条1項

立
入
調
査

法第9条法第16条2項

拒否

法第14条1項

法第14条1項

法第14条2項

法第14条3項11項

相続財産管理人

選任申立

民法第952条1項

意見書提出機会の付与

未改善
請求なし

戒告書による通知

違反

国税の滞納処分を例に
強制徴収

違反

法第14条9項

意見申述機会の付与 条例第10条2項

未改善

法第2条2項 条例第2条2項

条例第9条

所有者・管理者の調査
①近隣住民からの聞き取り ②登記簿情報 ③固定資産税課税情報 ④必要な情報の提供依頼

（法第10条1項） （法第10条3項）

公開による意見聴取
（公告）

固定資産税住宅用地特
例の除外

公開意見聴取の請求

意見書の提出

法第16条1項

法第14条4項法第14条5項

法第14条6項7項

代執行令書による通知

行政代執行法

第3条1項

行政代執行法

第3条2項

費用の請求 行政代執行法

第5条

行政代執行法

第6条1項

行政代執行

事前の公告

法第14条10項

法第14条10項

費用の請求

所有者判明

民事訴訟

略式代執行

過失なく所有者を

確知できない場合

空
き
地
・空
き
家
で
は
な
い

ま
た
は
民
事
案
件

情報の提供や助言、対策の実施 法第12条13条

過
料
（
20
万
以
下
）

過
料
（50
万
以
下
）

立
入
調
査

空き地空き家

条例第2条2項
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(1) 管理不全空き家に対する初動対応について 

住民からの相談や通報、空き家の実態調査などにより管理不全空き家を把握した場合は、

市職員による外観での目視調査に加え、所有者等や周辺住民への聞き取り調査などの調査

を行い、空き家の状態や周辺へ及ぼす影響の把握に努めます。また、空家法第９条第２項

による立入調査の実施についても検討し、必要に応じて実施します。 

その結果、改善が必要と認められる場合は、所有者等に対して適正な管理について依

頼・助言を行い、所有者等自らによる改善を促します。 

なお、危険度や切迫性が極めて高い場合等については、応急措置の実施についても併せ

て検討します。 

 

(2) 応急措置の実施 

 人の生命、身体、財産等に重大な損害を及ぼす危険な事態が発生し、危害が切迫した場

合においてはその危害の予防や損害の拡大を防ぐために、やむを得ないときは応急措置を

実施します。応急措置の実施は庁内会議の意見を聴いた上で行い、所有者へ通知した上で

行うことを原則としますが、過失なく所有者を確知できないときは応急措置の内容を事前

に公示した上で実施します。措置の内容については必要最小限度の措置にとどめることと

し、措置に要した費用については所有者等から徴収するものとします。 

 

(3) 特定空家等の判断 

実態調査の結果危険度や切迫性が極めて高いと思われる空き家については、所有者等に

よる対応を継続して促すとともに、空家法第２条第２項の特定空家等、及び条例第２条第

１項（２）の管理不全な状態等に該当するかどうかを検討します。 

なお、特定空家等の判断については、国土交通省が定める「特定空家等に対する措置に

関し、その適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」における特定空家等の

基準を参考にすることとし、公共の利益の確保の観点から、所有者等の対応状況や住民に

よる苦情の有無、周辺への悪影響の度合い、危険度の切迫性などを総合的に判断し、酒田

市空き家等ネットワーク協議会の意見を聴いたうえで市長が決定します。 

 

※「管理不全な状態」とは以下の状態の空き家等をいう（条例第２条（２）） 

・建物その他の工作物が老朽化若しくは強風、積雪等により倒壊するおそれがあるもの 

又は建築材等が飛散若しくは剥落するおそれがあるもの 

・建物その他の工作物に不特定者が容易に侵入できる状態にあり、火災又は犯罪が誘発 

されるおそれがあるもの 

・草木等が著しく繁茂し、又は虫等が相当程度に発生するおそれがあるもの 

・上記３項に加え、人の生命若しくは身体又は財産に被害を及ぼすおそれがあるもの 

※「特定空家等」とは以下の状態にあると認められる空家等をいう（空家法第２条第２項） 

・そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

・著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

・適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

・その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 
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(4) 特定空家等に対する措置の実施 

ア．指導・助言（空家法第１４条第１項） 

特定空家等と認めた空家等について、状態を改善するための措置を講ずるよう指導・助

言を行います。指導・助言については書面を原則とし、指導又は助言する措置の内容や対

応方法について分かりやすく示すものとします。 

 

イ．勧告（空家法第１４条第２項） 

助言・指導を行っても改善が見られない場合は相当な猶予期限を定めて助言・指導の内

容を講ずるように勧告を行います。猶予期限は措置を完了するのに要する期間を目安とし

て設定します。なお、勧告の対象となった土地については、住宅用地にかかる固定資産税

及び都市計画税の課税標準の特例措置の対象から除外します。 

 

ウ．命令（空家法第１４条第３項） 

勧告を行っても必要な改善が見られない場合で、特に必要と認めた場合は、所有者等に

対して相当な猶予期間を定めて勧告の措置を講ずるように命令を行います。 

 

エ．代執行（空家法第１４条第９項） 

命令の措置が履行されないときや履行しても十分でない場合等に、行政代執行法の規定

に基づき、命令の措置を所有者の代わりに行います。 

 

オ．略式代執行（空家法第１４条第１０項） 

必要な措置を命令しようとする場合で、過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を確

知できないときは、命令の措置を所有者の代わりに行います。 
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４．空き家の利活用 

 

(1) 除却に対する支援と跡地の活用 

ア．所有者等による除却の促進 

 利活用が困難な空き家については、所有者等自らにより除却されることを促すため、周

辺の住環境に悪影響を及ぼす不良住宅に該当する空き家の除却を行う所有者等に対しては、

国の補助事業や交付金等を活用した補助について検討します。 

 

※不良住宅（住宅地区改良法第２条）とは、主として居住の用に供される建築物又は建築

物の部分でその構造又は設備が著しく不良であるため居住の用に供することが著しく不

適当なもの 

 

イ．行政による除却の実施 

 所有者等が自ら除却することが困難な老朽危険空き家については、危険が差し迫った場

合の緊急応急措置の他、市が必要と認めたものに限り、市が所有者から無償譲渡などによ

り空き家を取得したうえで除却を行い、跡地の活用を図ります。なお、その場合は、国の

補助事業や交付金等を活用するとともに、山形県住宅供給公社が実施する「まちの再生支

援事業」等の活用も検討します。 

 また、相続人不存在の老朽危険空き家については、相続財産管理人選任申立制度を継続

利用し、除却後の跡地の活用を促進します。 

 

ウ．除却後の跡地の活用 

イ．により行政が取得し、空き家を除却した後の跡地については、ポケットパークなど

の公共的な空地の整備や、宅地として整備するなど積極的な活用を図り、居住環境の改善

や人口の維持を図ります。 

また、跡地の管理や運営については、地域や関係団体等と連携を図りながら行うことと

します。 
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(2) 空き家のマッチング支援 

ア．空き家バンクの設置 

 空き家等の流通を促すため、空き家バンクの運営を継続します。 

 

 空き家バンクの概要 

酒田市空き家等ネットワーク協議会 

空き家バンクの概要 

 

 

 

 目的 市内での住替えの促進（空き家の所有者と利用希望者のマッチング支援） 

市外からの移住・定住の促進（移住定住希望者への物件情報の提供） 

対象 空き家（住宅に限らない）及び空き地 

空き家物件の把握 ①空き家の所有者等からの処分の申し出、及び返信された意向調査ハガキ

により把握します 

利用希望者の把握 ②空き家の購入又は賃貸の利用希望者からの申し出、及び問い合わせによ

り把握します 

空き家の登録 ③売却や賃貸により空き家の活用を希望する空き家の所有者等は、不動産

団体に依頼するとともに、空き家バンクへの物件登録に承諾します 

不動産団体の空き家部会は、物件情報を収集します 

物件情報を提供 ④不動産団体に所属する業者が、空き家バンク＝空き家等情報サイトに物

件登録し公開することで、利用希望者に広く情報提供します 

物件を仲介 ⑤物件の利用希望者がいる場合は、不動産業者が物件を仲介します 

契約の方法 ⑥条件などを調整し、まとまった場合は不動産業者が仲介して契約します 

連絡先 0234-26-5725（まちづくり推進課） 

ホームページ http://sakata-akiya-network.jp/db/ 

  

空き家等情報サイト 

（空き家バンク） 

利用希望者 

（買主・借主） 

空き家所有者 

（売主・貸主） 

⑤物件を仲介 ⑥契約 

不動産団体 

不動産業者 

（仲介） 

④物件情報を提供 空き家の登録③ 

①物件の把握 ②希望者の把握 

空き家 

の情報 

空き家 
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イ．空き家バンクの活用の促進 

 空き家バンクにおける取引を活性化させるためには、バンクへの登録物件を増やすこと

が不可欠となります。本市では、空き家バンクへの登録を促進するため、以下の周知広報

情報発信活動の取り組みを継続します。 

・空き家情報サイトでの情報発信 

・市ホームページへのバナー掲載によるリンク 

・市広報等に記事掲載し広報活動 

・固定資産税納税通知書にパンフレットを同封し周知広報 

・パンフレット返信ハガキによる所有者等への意向調査 

・市内コミュニティセンターをはじめ市施設でのパンフレット掲出による情報発信 

・保守委託及びドメイン更新により常に最新バージョンでの運用 

・月刊情報誌等での周知広報 

 

(3) 中古住宅の流通促進 

 空き家を中古住宅として流通させることや、市場の活性化を目的とし、以下の取り組み

を実施します。 

・中古住宅の耐震改修、リフォーム費用に対する補助 

・空き家の解体に関する工事費用の一部に対する補助 

・移住定住者向けの空き家の購入又は賃貸等に対する補助 

・県が実施する中古住宅診断補助事業に対する上乗せ補助、利用促進のための周知 

 

(4) まちづくりにおける空き家の活用 

 空き家の実態把握や所有者に対する意向調査の結果により、利活用が望まれる空き家に

ついては、民間での流通の促進を図るのと同時に、市や地域における活用を検討します。 

なお、市による活用については酒田市空き家等ネットワーク協議会の意見を踏まえなが

ら、庁内会議において検討し、方針を決定することとします。 
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５．対策実施による目標値 

 

施策の目標値を以下のとおり定め、空き家の増加の抑制、管理不全空き家の削減に繋げ

ます。なお、上位計画の見直し等があったときは読み替えるものとします。 

 

総合計画における成果指標 

・自治会空き家見守り隊の増加 ： １５０ 自治会 

・特定空き家件数の抑制    ： ５００ 件 

活動・手段指標 

・特定空き家等のうち改善した空き家等の件数 ： ８０ 件 

・空き家等利活用件数            ： ２０ 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

酒田市 市民部 まちづくり推進課 

〒９９８－８５４０ 

山形県酒田市本町二丁目２番４５号 

Ｔｅｌ：０２３４-２６-５７２５ 

Ｆａｘ：０２３４-２６-４９１１ 


